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第70回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表
（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」につきましては、法令及び当社

定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト(http://www.nissin-

shoji.co.jp/)に掲載することにより株主の皆さまに提供しております。

表紙
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

②　連結子会社の数　　　　　　　　　３社

日新瓦斯株式会社

日新レジン株式会社

NISTRADE (M) SDN.BHD.

(2) 持分法の適用に関する事項

　持分法適用の関連会社　　　　　　　　１社

日新興産株式会社

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、NISTRADE (M) SDN.BHD.を除いて連結決算日と一致しております。

NISTRADE (M) SDN.BHD.の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に当たって

は同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。

(4) 会計処理基準に関する事項

　①　重要な資産の評価基準及び評価方法

　イ．その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

　ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

メーター商品　　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法)

その他の商品　　　　　　　　　主に先入先出法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切り下げの方

法)

　②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

　イ．有形固定資産

　（リース資産を除く）

定率法、ただし平成10年４月１日以降取得した建

物（建物附属設備を除く）については、定額法に

よっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　 　 10～47年

機械装置及び運搬具　 　 ３～17年

その他　　　　　　　　　３～10年
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　ロ．無形固定資産

　（リース資産を除く）

のれんは、発生日以降、投資効果の発現する期間

を個別で見積り、償却期間（５年又は７年）を決

定した上で均等償却しております。また、自社利

用のソフトウエアは社内における利用可能期間

(５年）に基づく定額法によっております。

　③　重要な引当金の計上基準

　イ．貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れに備えるため、一般債権については

貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

　ロ．賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対し翌連結会計年度に支給する賞与に備

えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込

額を計上しております。

　ハ．役員賞与引当金　　　　　　　　役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度に負担

すべき支給見込額を計上しております。

　ニ．役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく制度廃止時(平成17年６月末)の支給予定額を

計上しております。

なお、「役員退職慰労引当金」は制度適用期間中

から在任している役員に対する支給予定額であり

ます。

　ホ．固定資産撤去費用引当金　　　　将来の固定資産の撤去に伴う費用の発生に備える

ため、当連結会計年度に負担すべき発生費用見込

額を計上しております。

　④　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　イ．退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末における見込額に基づ

き、退職給付債務から年金資産の額を控除した額

を計上しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法

により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し

ております。
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未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費

用については、税効果を調整の上、純資産の部に

おけるその他の包括利益累計額の退職給付に係

る調整累計額に計上しております。

　ロ．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会社の資産及び負

債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は純資産の部における為替換算

調整勘定に含めて表示しております。

　ハ．繰延資産の処理方法

社債発行費　　　　　　　　　　支払時に全額費用処理しております。

　ニ．消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式に

よっており、控除対象外消費税及び地方消費税

は、当連結会計年度の費用として処理しておりま

す。

２．会計方針の変更

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給

付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を当連結会計年

度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文

に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務を退職給付に係る負債として計上する方法に

変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債に計上し

ております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的取扱いに

従っており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計

額の退職給付に係る調整累計額に加減しております。

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が888,997千円計上されており

ます。また、繰延税金負債が16,496千円、その他の包括利益累計額が29,789千円それぞれ

増加しております。

－ 3 －
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３．未適用の会計基準等

・「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）

・「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月

17日）

(1) 概要

未数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計

算方法並びに開示の拡充等について改正されました。

(2) 適用予定日

退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正については、平成27年３月期の期首から適用

します。

なお、当該会計基準等には経過的な取り扱いが定められているため、過去の期間の連結計

算書類に対しては遡及適用しません。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正による連結計算書類に与える影響額につい

ては、現時点で評価中であります。

－ 4 －
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４．表示方法の変更

（連結損益計算書）

前連結会計年度まで営業外費用の「その他営業外費用」に含めて表示しておりました「社債

保証料」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「社債保証料」は4,643千円であります。

５．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

①　担保提供資産

売掛金 1,225,086千円

建物及び構築物 83,989千円

土地 692,507千円

投資有価証券 752,663千円

関係会社株式 537,207千円

計 3,291,454千円

②　上記に対応する債務

買掛金 3,033,390千円

短期借入金 440,000千円

長期借入金 550,000千円

計 4,023,390千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 4,891,793千円

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 　7,600,000株

(2) 当連結会計年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 　　873,439株

(3) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

①　配当支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成25年５月10日
取締役会

普通株式 60,539 9.00 平成25年３月31日 平成25年６月７日

平成25年11月11日
取締役会

普通株式 60,539 9.00 平成25年９月30日 平成25年12月４日

計 121,078

－ 5 －
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②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

平成26年５月20日開催の取締役会決議による剰余金の配当

イ．配当金の総額 60,539千円

ロ．配当の原資 利益剰余金

ハ．１株当たり配当額 ９円00銭

ニ．基準日 平成26年３月31日

ホ．効力発生日 平成26年６月６日

７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、各セグメント事業ごとの設備投資計画に照らして、必要な資金（主に

銀行借入や社債発行）を調達しております。一時的な資金は安全性の高い金融資産で運

用し、短期的な運転資金は銀行借入により調達しております。また、当社グループはデ

リバティブ取引は行わない方針であります。

　②　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、

有価証券及び投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式

であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。また、

借入金及び社債は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日

は決算日後、最長で５年後であります。

　③　金融商品に係るリスク管理体制

　　イ．信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、債権管理規程に従い、営業債権及び長期貸付金について、各事業部

門における営業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごと

に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握

や軽減を図っております。また、連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じ

て、同様の管理を行っております。

当期の連結決算日における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸

借対照表価額によって表わされております。

　　ロ．市場リスク(金利等の変動リスク）

当社グループは、有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引

先企業）の財務状況等を把握し、かつ、取引先企業との関係を勘案して保有状況を見

直しております。

また、デリバティブ取引については行わない方針であります。

－ 6 －
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　　ハ．資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

当社グループは、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新

し、流動性リスクを管理しております。

　④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んで

いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがありま

す。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　(注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

現 金 及 び 預 金 1,247,917千円 1,247,917千円 －千円

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 9,768,610 9,768,610 －

投 資 有 価 証 券 3,220,134 3,220,134 －

関 係 会 社 株 式 804,583 804,583 －

資 産 計 15,041,245 15,041,245 －

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 4,406,194 4,406,194 －

短 期 借 入 金 595,000 595,000 －

社 債
(１年内償還予定の社債を含む) 1,080,000 1,086,533 6,533

長 期 借 入 金
(１年内返済予定の長期借入金を含む)

797,500 798,780 1,280

負 債 計 6,878,694 6,886,508 7,814

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 － － －

　①　資産

　　イ．現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

　　ロ．受取手形及び売掛金

これらの時価については、当該受取手形及び売掛金がすべて１年以内の回収期日であ

るため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　　ハ．投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、その他については取引

所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。なお、当連結会計

年度末において債券は保有しておりません。

　　ニ．関係会社株式

これらの時価については、取引所の価格によっております。

－ 7 －
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　②　負債

　　イ．支払手形及び買掛金

これらの時価については、当該支払手形及び買掛金がすべて１年以内の償還期日であ

るため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　　ロ．短期借入金

これらの時価については、当該短期借入金がすべて１年以内の償還期日であるため、

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　　ハ．社債（１年内償還予定の社債を含む）

当社の発行する社債の時価は、市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格の

ないものは、元利金を、新規に同様の発行を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。

なお、当連結会計年度末において市場価格のあるものは該当ありません。

　　ニ．長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

これらの時価については、元利金を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。

　③　デリバティブ取引

　該当事項はありません。

　(注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区　　　分 連結貸借対照表計上額

非 上 場 株 式 272,670千円

合 計 272,670

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること

から、ハ．投資有価証券及びニ．関係会社株式には含めておりません。

　(注3）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現 金 及 び 預 金 1,247,917 － － －

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 9,768,610 － － －

投 資 有 価 証 券

そ の 他 67,154 60,726 － －

合 計 11,083,682 60,726 － －

－ 8 －
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(注4）社債（１年内償還予定の社債を含む）、長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を

含む）の連結決算日後の返済予定額

１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

社 債
(１年内償還予定の社債を含む)

60,000 320,000 400,000 300,000 －

長 期 借 入 金
(１年内返済予定の長期借入金を含む)

30,000 30,000 27,500 210,000 500,000

合 計 90,000 350,000 427,500 510,000 500,000

８．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を有して

おります。平成26年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は326,192千円（賃

貸収益は売上高、賃貸費用は売上原価及び販売費及び一般管理費に計上）であります。ま

た、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであ

ります。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

5,132,488千円 416,693千円 5,549,182千円 6,876,545千円

　(注1）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

金額であります。

　(注2) 当期増減額のうち、主な増加額は賃貸マンションの購入額（398,422千円）及び自社利用

物件の使用目的変更に伴う振替（106,139千円）であり､ 主な減少額は減価償却費

（112,522千円）であります。

　(注3）当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定し

た金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）であります。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,466円92銭

(2) １株当たり当期純利益 21円44銭

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 9 －
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

②　その他有価証券

　イ．時価のあるもの　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

　ロ．時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

イ．メーター商品　　　　　　　　総平均法による原価法 (貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

ロ．その他の商品　　　　　　　　先入先出法による原価法 (貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法、ただし平成10年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法によっており

ます。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　13～47年

構築物　　　　　　　　　10～15年

機械及び装置　　　　　　３～17年

車輌運搬具　　　　　　　４～６年

工具器具備品　　　　　　３～10年

②　無形固定資産

（リース資産を除く）

のれんは、発生日以降、投資効果の発現する期間を個

別で見積り、償却期間（５年又は７年）を決定した上

で均等償却しております。また、自社利用のソフトウ

エアは社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

③　長期前払費用　　　　　　　　　定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対し翌事業年度に支給する賞与に備えるため、

当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しておりま

す。

③　役員賞与引当金　　　　　　　　役員賞与の支出に備えて、当事業年度に負担すべき支

給見込額を計上しております。

－ 10 －
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④　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費

用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しております。

⑤　役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく

制度廃止時（平成17年６月末）の支給予定額を計上し

ております。

なお、「役員退職慰労引当金」は、制度適用期間中か

ら在任している役員に対する支給予定額であります。

⑥　固定資産撤去費用引当金　　　　将来の固定資産の撤去に伴う費用の発生に備えるため、

当事業年度に負担すべき発生費用見込額を計上してお

ります。

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理

の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

②　繰延資産の処理方法

社債発行費　　　　　　　　　　支払時に全額費用処理しております。

③　消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おり、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年

度の費用として処理しております。

２．表示方法の変更

（損益計算書）

前事業年度まで営業外費用の「その他営業外費用」に含めて表示しておりました「社債保証

料」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。

なお、前事業年度の「社債保証料」は4,643千円であります。

－ 11 －
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３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

①　担保提供資産

売掛金 1,225,086千円

建物 83,989千円

土地 692,507千円

投資有価証券 752,663千円

関係会社株式 537,207千円

計 3,291,454千円

②　上記に対応する債務

買掛金 3,033,390千円

短期借入金 420,000千円

１年以内返済予定の長期借入金 20,000千円

長期借入金 550,000千円

計 4,023,390千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 4,861,957千円

(3) 保証債務

　関係会社に対する保証

①　借入金に対する保証

　日新レジン株式会社 25,000千円

②　営業取引に対する保証

　日新瓦斯株式会社 165,743千円

　NISTRADE(M)SDN.BHD. 18,749千円

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

①　短期金銭債権 110,047千円

②　短期金銭債務 3,598千円

４．損益計算書に関する注記

　関係会社との間の取引高

(1) 営業取引による取引高

　　売上高 306,718千円

　　仕入高 31,475千円

　　その他の営業取引高 6,545千円

(2) 営業取引以外の取引高 27,283千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　普通株式 873,439株

－ 12 －
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６．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

①　繰延税金資産

賞与引当金損金不算入額 64,152千円

減価償却損金算入限度超過額 52,243千円

減損損失損金不算入額 239,798千円

投資有価証券評価損損金不算入額 141,811千円

ゴルフ会員権評価損損金不算入額 40,129千円

退職給付引当金損金不算入額 320,001千円

役員退職慰労引当金損金不算入額 12,974千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 27,171千円

資産除去債務 32,162千円

その他 32,259千円

繰延税金資産小計 962,703千円

評価性引当額 △302,783千円

繰延税金資産合計 659,920千円

②　繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 192,511千円

資産除去費用 16,531千円

その他有価証券評価差額金 491,493千円

繰延税金負債合計 700,536千円

繰延税金負債純額 40,615千円

繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産 99,358千円

固定負債 139,974千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別

の内訳

法定実効税率 38.01％

（調整）

住民税均等割 13.98％

交際費等永久に損金に算入されない項目 8.86％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △6.70％

評価性引当金額 0.02％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 3.03％

その他 0.51％

差引 57.71％

－ 13 －
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(3) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布さ

れ、平成26年４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになり

ました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平

成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については従来の38.01％

から35.64％になります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は8,057

千円減少し、法人税等調整額が同額増加しております。

－ 14 －
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７．関連当事者との取引に関する注記

　兄弟会社等

種類 会社名 住所
資本金
(千円)

事業の
内 容

議決権
等の被
所有割
合(％)

関係内容 取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

その他

の関係

会社の

子会社

ＪＸ日鉱

日石エネ

ルギー株

式会社

東京

都千

代田

区

139,437,385

石油製

品の精

製及び

販売

－
転籍

１名

石油製

品の仕

入

営業取引

商品の仕

入
57,871,911

買掛金 3,033,390
ＳＳの賃

借
408,351

支払手数

料
410,272 未払金 33,395

商品納入

代行他
227,065 売掛金 22,854

カード支

払時の債

権回収代

行及び債

権譲渡

14,380,038 売掛金 1,258,317

営業取引以

外の取引

仕入割引 19,729 - -

(注1） 同社の親会社であるＪＸホールディングス株式会社が当社の議決権を16.95％所有して

おります。

(注2） 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりませんが、債権債務の残高には

消費税等を含めて記載しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

①　商品の仕入及びＳＳの賃借料は、関連を有しない他の一般特約店と同様の条件により

決定しております。

②　買掛金については、売掛金、建物、土地及び投資有価証券並びに関係会社株式

2,521,362千円を担保に供しております。

③　支払手数料は、関連を有しない他の一般特約店と同様の条件により決定しておりま

す。

④　商品納入代行料の決定は、基本条件にその年度の条件を勘案して、双方交渉により決

定しております。

⑤　仕入割引は、関連を有しない他の一般特約店と同様の条件により決定しております。

⑥　債権回収代行及び債権譲渡は、関連を有しない他の一般特約店と同様の条件により決

定しております。なお、取引金額は年間回収総額を記載しております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,381円23銭

(2) １株当たり当期純利益 16円73銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 15 －
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